
*出力条件
*会計年度 ： H31
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 366,520,497,044 固定負債 117,980,329,072

有形固定資産 346,475,054,091 地方債等 88,620,267,449
事業用資産 69,497,328,840 長期未払金 0

土地 28,517,575,195 退職手当引当金 6,330,685,000
土地減損損失累計額 0 損失補償等引当金 0
立木竹 3,060,160,700 その他 23,029,376,623
立木竹減損損失累計額 0 流動負債 9,122,754,166
建物 94,480,701,706 1年内償還予定地方債等 7,933,587,265
建物減価償却累計額 △ 60,814,929,371 未払金 339,480,325
建物減損損失累計額 0 未払費用 0
工作物 9,470,945,956 前受金 0
工作物減価償却累計額 △ 5,355,304,368 前受収益 0
工作物減損損失累計額 0 賞与等引当金 527,523,000
船舶 0 預り金 322,163,576
船舶減価償却累計額 0 その他 0
船舶減損損失累計額 0 127,103,083,238
浮標等 0 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 0 固定資産等形成分 375,399,827,317
浮標等減損損失累計額 0 余剰分（不足分） △ 122,937,291,244
航空機 0
航空機減価償却累計額 0
航空機減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 138,179,022

インフラ資産 275,614,923,676
土地 36,082,961,861
土地減損損失累計額 0
建物 809,406,294
建物減価償却累計額 △ 108,282,865
建物減損損失累計額 0
工作物 478,456,679,242
工作物減価償却累計額 △ 240,219,062,935
工作物減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 593,222,079

物品 6,638,826,793
物品減価償却累計額 △ 5,276,025,218
物品減損損失累計額 0

無形固定資産 2,458,901,775
ソフトウェア 6,155,997
その他 2,452,745,778

投資その他の資産 17,586,541,178
投資及び出資金 9,548,177,000

有価証券 493,100,000
出資金 9,055,077,000
その他 0

投資損失引当金 △ 213,740,000
長期延滞債権 389,116,499
長期貸付金 1,165,619,000
基金 6,742,353,108

減債基金 0
その他 6,742,353,108

その他 0
徴収不能引当金 △ 44,984,429

流動資産 13,045,122,267
現金預金 2,295,935,009
未収金 407,468,930
短期貸付金 110,815,286
基金 10,259,746,935

財政調整基金 9,092,529,107
減債基金 1,167,217,828

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 △ 28,843,893

繰延資産 0 252,462,536,073

379,565,619,311 379,565,619,311

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H31
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 67,269,257,114
業務費用 34,319,562,747

人件費 7,862,915,157
職員給与費 6,178,409,106
賞与等引当金繰入額 524,564,000
退職手当引当金繰入額 11,152,662
その他 1,148,789,389

物件費等 25,293,159,401
物件費 11,148,216,555
維持補修費 844,142,347
減価償却費 12,687,324,164
その他 613,476,335

その他の業務費用 1,163,488,189
支払利息 807,057,571
徴収不能引当金繰入額 56,291,042
その他 300,139,576

移転費用 32,949,694,367
補助金等 27,307,419,454
社会保障給付 5,487,191,155
他会計への繰出金 31,510,253
その他 123,573,505

経常収益 4,130,240,630
使用料及び手数料 1,605,639,939
その他 2,524,600,691

純経常行政コスト 63,139,016,484
臨時損失 367,338,844

災害復旧事業費 0
資産除売却損 153,302,844
投資損失引当金繰入額 213,740,000
損失補償等引当金繰入額 0
その他 296,000

臨時利益 321,304,685
資産売却益 3,386,433
その他 317,918,252

純行政コスト 63,185,050,643

全体行政コスト計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H31
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

前年度末純資産残高 260,545,997,265 383,769,328,219 △ 123,223,330,954

純行政コスト（△） △ 63,185,050,643 △ 63,185,050,643

財源 55,029,567,461 55,029,567,461

税収等 36,045,665,105 36,045,665,105

国県等補助金 18,983,902,356 18,983,902,356

本年度差額 △ 8,155,483,182 △ 8,155,483,182

固定資産等の変動（内部変動） △ 7,952,878,739 7,952,878,739

有形固定資産等の増加 7,594,751,429 △ 7,594,751,429

有形固定資産等の減少 △ 14,897,514,208 14,897,514,208

貸付金・基金等の増加 1,032,475,701 △ 1,032,475,701

貸付金・基金等の減少 △ 1,682,591,661 1,682,591,661

資産評価差額 △ 2,799,000 △ 2,799,000

無償所管換等 67,177,990 67,177,990

その他 7,643,000 △ 481,001,153 488,644,153

本年度純資産変動額 △ 8,083,461,192 △ 8,369,500,902 286,039,710

本年度末純資産残高 252,462,536,073 375,399,827,317 △ 122,937,291,244

全体純資産変動計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H31
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 54,563,879,366

業務費用支出 21,613,536,801
人件費支出 7,840,042,495
物件費等支出 12,658,454,857
支払利息支出 872,974,571
その他の支出 242,064,878

移転費用支出 32,950,342,565
補助金等支出 27,308,067,652
社会保障給付支出 5,487,191,155
他会計への繰出支出 31,510,253
その他の支出 123,573,505

業務収入 58,042,120,046
税収等収入 36,046,944,787
国県等補助金収入 17,785,178,046
使用料及び手数料収入 1,600,165,129
その他の収入 2,609,832,084

臨時支出 0
災害復旧事業費支出 0
その他の支出 0

臨時収入 664,963,485
業務活動収支 4,143,204,165
【投資活動収支】

投資活動支出 6,793,992,911
公共施設等整備費支出 4,884,343,218
基金積立金支出 1,105,832,693
投資及び出資金支出 402,917,000
貸付金支出 400,900,000
その他の支出 0

投資活動収入 2,609,735,886
国県等補助金収入 160,519,000
基金取崩収入 1,863,018,961
貸付金元金回収収入 507,914,857
資産売却収入 14,414,000
その他の収入 63,869,068

投資活動収支 △ 4,184,257,025
【財務活動収支】

財務活動支出 8,299,570,078
地方債償還支出 8,299,570,078
その他の支出 0

財務活動収入 7,720,000,000
地方債発行収入 7,720,000,000
その他の収入 0

財務活動収支 △ 579,570,078
△ 620,622,938
2,594,394,371
1,973,771,433

前年度末歳計外現金残高 296,332,351
本年度歳計外現金増減額 25,831,225
本年度末歳計外現金残高 322,163,576
本年度末現金預金残高 2,295,935,009

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成３１年４月１日
至　令和２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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注記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・取得原価 

      ただし、開始時の評価基準及び評価方法については次のとおりです。 

      取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

      取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価 

      ※平成 27 年度までは総務省方式改訂モデル(決算統計における普通建設事業        

費（取得原価）の累計額を基礎として算定）、平成 28 年度以後は統一的な

基準に基づいて評価しています。 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・取得原価 

      ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

      取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

      取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価 

(2) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券・・・・・・償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

    ア 市場価格のあるもの・・・・・会計年度末における市場価格 

                                    （売却原価は移動平均法により算定） 

    イ 市場価格のないもの・・・・・取得原価 

③ 出資金 

    ア 市場価格のあるもの・・・・・会計年度末における市場価格 

                                    （売却原価は移動平均法により算定） 

    イ 市場価格のないもの・・・・・出資金額 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

        なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

          建物    14 年～50 年 

          工作物    8 年～75 年 

          物品     2 年～15 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

        ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定

額法によっています。 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年    

以内のリース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下

のファイナンス・リース取引を除きます。） 

     ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 
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    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するもの   

について、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差   

額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

    未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計 

上しています。 

    長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込

額を計上しています。 

    長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額 

   を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の

累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、

組合における積立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算した額を控除

した額を加算して計上しています。 

④ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上し

ています。 

(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取

引及びリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。） 

    通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(6) 全体資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

   なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 

(7) 採用した消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

(8) その他全体財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品の計上基準 

    物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円以上の場合に資産として計

上しています。 
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② 資本的支出と修繕費の区分基準 

    固定資産の修理、改良等のために支出した金額のうち、当該固定資産の価値

を高め、またはその耐久性を増すこととなると認められる部分に対応する金額

を資本的支出、通常の維持管理のため、またはき損した固定資産につきその現

状を回復するために要したと認められる部分の金額を修繕費として処理してい

ます。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

  重要な会計方針の変更等はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当する事案はありません。 

 

４ 偶発債務 

(1) 係争中の訴訟等 

  係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているものは次のとおりです。 

  ① 令和元年(ネ)第 397 号損害賠償等請求控訴事件 500 万円 

     原告が仙台高等裁判所に控訴を提起し、令和元年 12 月 27 日控訴状送達 

 

５ 追加情報 

その他全体財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

    一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別

会計、公設地方卸売市場事業特別会計、下水道事業会計 

    地方公営事業会計はすべて全部連結の対象としています。ただし、地方公営

企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等

の適用に向けた作業に着手しているもの（汚水処理事業特別会計）については、

連結対象団体（会計）の対象外としています。したがって、一般会計から当該

会計への繰出金等は内部相殺していません。 

② 地方自治法第 235 条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計において

は、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度

末の計数としています。 

 


